
議 案 第 ４５ 号 

７ 令 和 年 度

内 子 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

１ 下 水 道 事 業 会 計 予 算 総 則

２ 業 務 の 予 定 量

３ 収 益 的 収 入 及 び 支 出

４ 資 本 的 収 入 及 び 支 出



　（総　　則）

　（業務の予定量）

（１） １，８８４ 戸

（２） 　　５３４，９７２ ㎥

（３） １，４６６ ㎥

（４）

令 和 ７ 年 度 内 子 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

一 日 平 均 排 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

接　　続　　戸　　数

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 電 気 設 備 等 取 替 工 事

公 共 汚 水 桝 設 置 工 事

第１条　令和７年度内子町の下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

年 間 総 排 水 量
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－2－

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（　収　入　） （単位:千円） （　支　出　） （単位:千円）

　第 １ 款　 　第 ２ 款

　　第 １ 項 　　第 １ 項

　　第 ２ 項 　　第 ２ 項

　　第 ３ 項 　　第 ３ 項

　　第 ４ 項

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額６８，１９４千円は、当年度分消費税

　及び地方消費税資本的収支調整額２０千円、過年度分損益勘定留保資金６８，１７４千円で補てんするものとする。)。

　

（　収　入　） （単位:千円） （単位:千円）

　第 ３ 款 　第 ４ 款

　　第 １ 項　 　　第 １ 項

　　第 ２ 項　 　　第 ２ 項

　　第 ４ 項　

　　第 ５ 項 １８９

１０

９２,７１３

３００

１９７,７０３

８２,７４９

１１４,９５４

資 本 的 支 出

営 業 外 費 用

１２９,５０９

１９,４００

６６,９１０

２０１,９４６

建 設 改 良 費

負 担 金 等

企 業 債 償 還 金

（　支　出　）

特 別 損 失

予 備 費

４３,０１０

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

補 助 金

２９４,６６９

２７７,４２３

１６,８４６

１００

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

２９４,６６９

　科　目　 予定額 　科　目　 予定額

　科　目　 予定額 　科　目　 予定額

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用



　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

○下水道事業 １．借入先 １．償還期限

　  40年以内（内据置５年以内）

２．借入の方法

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、８５，０９２千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　  （１）第２款　下水道事業費用                             （２）第４款　資本的支出　

　　営　業　費　用 　　建　設　改　良　費

　　営 業 外 費 用 　　企  業  債  償  還  金

　　特　別　損　失

　第　２　項

　第　３　項　

　第　２　項　

起　債　の　目　的

　第　１　項　 　第　１　項

　　令和７年度

限　度　額 起　債　の　方　法 償　還　の　方　法

千円

１９，４００

２．政府資金については、その融
　  通条件により、銀行その他の
    場合にはその債権者と協定す
    るものによる。
３．繰上償還等
 　 企業財政の都合により繰上償
    還、償還年限の短縮又は、低
    利債に借り換えることができ
    る。

　ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率

３．借入期日

　年

　　証書借入

利　　　率

　　財務省

　　その他の金融機関

    ただし、事業又は財政の都
    合により、起債額の全部若
    しくは一部を翌年度に繰越
    借入することができる。

３．０％ 

以内 　
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
　場合は、議会の議決を経なければならない。
　

（単位:千円）

（１）

　（一般会計からの補助金）

第９条　経営基盤の強化のため、一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりとする。

（単位:千円）

（１）

（２）

（３）

（４）

令和７年３月４日 提出

内子町長　　　小野植　正久

営業費用に対する補助

資本的支出に対する補助

１０２,１５４

３,４６０

１２,８３６

６６,９１０

企業債利息支払金補助

他会計出資金

職員給与費

金　額

１０,６１５

金　額

経費名

内　容



１

２

３

４

５

６

令　和　７　年　度

予 算 に 関 す る 説 明 書

令和７年度 内 子 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 書

令和７年度 内子町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令和７年度 内 子 町 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

令和７年度 内 子 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令和６年度 内 子 町 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

令和６年度 内 子 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（附属資料） 令和７年度 内子町下水道事業会計予算説明書（予算見積）



（１）収益的収入及び支出

（ 収 入 ）

（単位:千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

１ 下 水 道 事 業 収 益 294,669 303,355 △ 8,686

１ 営 業 収 益 92,713 94,925 △ 2,212

１ 下 水 道 使 用 料 92,691 94,903 △ 2,212

５ そ の 他 の 営 業 収 益 22 22 0

２ 営 業 外 収 益 201,946 208,420 △ 6,474

４ 他 会 計 補 助 金 114,990 127,829 △ 12,839

５ 補 助 金 17,100 13,225 3,875

６ 長 期 前 受 金 戻 入 69,824 67,334 2,490

８ 雑 収 益 32 32 0

３ 特 別 利 益 10 10 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 10 10 0

１　　令和７年度　内子町下水道事業会計予算実施計画書

款 項 目 比　　較 備 考
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（ 支 出 ）

（単位:千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

２ 下 水 道 事 業 費 用 294,669 303,355 △ 8,686

１ 営 業 費 用 277,423 284,000 △ 6,577

１ 管 渠 費 4,164 5,187 △ 1,023

２ 終 末 処 理 場 費 89,100 98,781 △ 9,681

５ 総 係 費 50,748 52,339 △ 1,591

６ 減 価 償 却 費 132,631 127,691 4,940

７ 資 産 減 耗 費 780 2 778

２ 営 業 外 費 用 16,846 18,955 △ 2,109

１ 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 12,836 14,945 △ 2,109

２ 消費税及び地方消費税 4,000 4,000 0

３ 雑 支 出 10 10 0

３ 特 別 損 失 100 100 0

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 100 0

４ 予 備 費 300 300 0

１ 予 備 費 300 300 0

款 比　　較項 備 考目
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（２）資本的収入及び支出

（ 収 入 ）

（単位:千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

３ 資 本 的 収 入 129,509 93,742 35,767

１ 企 業 債 19,400 8,200 11,200

１ 企 業 債 19,400 8,200 11,200

２ 他 会 計 出 資 金 66,910 68,612 △ 1,702

１ 他 会 計 出 資 金 66,910 68,612 △ 1,702

４ 補 助 金 43,010 16,164 26,846

１ 国 庫 補 助 金 39,550 9,055 30,495

２ 他 会 計 補 助 金 3,460 7,109 △ 3,649

５ 負 担 金 等 189 766 △ 577

１ 受 益 者 負 担 金 189 766 △ 577

（ 支 出 ）
（単位:千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

４ 資 本 的 支 出 197,703 142,863 54,840

１ 建 設 改 良 費 82,749 25,130 57,619

５ 固 定 資 産 購 入 費 149 220 △ 71

６ 管 渠 整 備 事 業 費 20,500 17,580 2,920

７ 処 理 場 整 備 事 業 費 62,100 7,330 54,770

２ 企 業 債 償 還 金 114,954 117,733 △ 2,779

１ 企 業 債 償 還 金 114,954 117,733 △ 2,779

款 項

比　　較款 目 備 考

備 考

項

比　　較目
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（単位:千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 当年度純利益（△は純損失） 281
（２） 減価償却費 132,631
（３） 固定資産除却費 780
（４） 引当金の増減額（△は減少） 23
（５） 長期前受金戻入額 △ 69,824
（６） 支払利息 12,836
（７） 未収金の増減額（△は増加） △ 3,846
（８） 未払金の増減額（△は減少） 1,080

小計 73,961
（９） 支払利息 △ 12,836

業務活動によるキャッシュ・フロー 61,125

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 66,526
（２） 国庫補助金等による収入 42,754
（３） 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 3,146

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 20,626

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 企業債による収入 26,600
（２） 企業債の償還による支出 △ 114,954
（３） 他会計からの出資による収入 66,910

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 21,444

資　金　増　減　額 19,055
資　金　期　首　残　高 131,972
資　金　期　末　残　高 151,027

（令和７年　４月　１日から令和８年　３月３１日まで）

２ 　令和７年度　内子町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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　　１　特別職

期末手当

　（千円）

年間支給率 の手当

（人） （千円） （千円） 　　（月） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計

退職手当 計

計

その他

比 較

長 等

議 員

その他の特別職

計

調整手当

本 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

３     令和７年度 　内 子 町 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

区 分
職 員 数

給 与 費

法定福利費 合 計 備 考
報 酬 給 料

10 120

10 120 120 120

120 120

10 120 120 120

10 120 120 120
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　２　一般職給

　　(1)　総　　括

管 理 職 時 間 外

手　当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

540 960 1,000 700

558 660 1,000 680

△18 20

本 年 度 1,002

前 年 度 972

比 較

741

退職手当

職 員 手 当
の 内 訳

区 分
期末手当

（千円）

扶養手当 住居手当

（千円）

30 11

（千円）

752

宿 日 直
手 当

48 451403

児 童 手 当
別勤務手当

特殊勤務

手　　当

管理職員特

比 較 60 343

（千円）

勤勉手当

（千円）（千円）

通勤手当

（千円）

10,1644,611 8,581

合 計

1,631 10,615

法定福利費
給 与 費

備考

3,970

（千円）

職 員 手 当給 料

本 年 度 1

（千円）

計

（千円）

4,030 4,954

区 分

8,984

300

（千円）

　　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額５７６千円が含まれる。
　　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額１４７千円
　　　　　　　が含まれる。

（人）

報 酬

1,5831前 年 度

職 員 数

（千円）
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員１人当たりの給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

　　　　イ　初任給

増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説 明 備 考

給 料 60

給与改定に伴 う増減分

普通昇給に伴 う増減分

60

昇給期間短縮に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分 人事院勧告によるもの

職 員 手 当 343
制度改正に伴 う増減分

そ の 他 の 増 減 分 343 人事院勧告によるもの

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

令 和 ７ 年 1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 332,800  

平 均 給 与 月 額 377,800  

平 均 年 齢 43  

令 和 ６ 年 1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 327,200  

平 均 給 与 月 額 430,372  

平 均 年 齢 42  

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 一 般 会 計 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 194,500 199,000 194,500 199,000
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　　　　ウ　級別職員数

級 構 成 比 （ ％ ） 級 構 成 比 （ ％ ）

１ 級 １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 100.0     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

１ 級 １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 100.0     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

計

1     

1     

1     

令 和 ７ 年 1 月 1 日 現 在

計

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職 員 数 （ 人 ）

令 和 ６ 年 1 月 1 日 現 在

職 員 数 （ 人 ）

1     

－12－



区
分

一 般 行 政 職
区
分

主事（2級に規定する職務を除く。）、主事補又は町長が

規則で定める職務

課長（6級に規定する職務を除く。）、主幹又は町長が

規則で定める職務

３

級
係長、主任、主査又は町長が規則で定める職務

課長補佐、専門員又は町長が規則で定める職務

課長又は町長が規則で定める職務

３

級

２

級

副主任の職務、相当の技能又は経験を必要とする職務

２

級

（級別の標準的な職務内容）

５

級

４

級

技 能 労 務 職

１

級

主事又は町長が規則で定める職務

１

級

主任の業務６

級

４

級

技能又は経験を必要とする職務

自動車運転手、調理員、用務員
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　　　　エ　昇給期間短縮　　　　該当なし

　　　　オ　期末手当・勤勉手当

6 月 （ 月 分 ）

本 年 度 2.300 有

前 年 度 2.250 有

一 般 会 計 の 制 度 2.300 有

　　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
20 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

そ の 他 の
加算措置等

備 考

支 給 率 等 24.586875 無　　　し

24.586875 無　　　し

　　　　キ　調整手当　　　　該当なし

　　　　ク　特殊勤務手当　　　　該当なし

　　　　ケ　その他の手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の級等

に よ る 加 算 措 置
備 考

12 月 （ 月 分 ） 3 月 （ 月 分 ） （月分）

2.300 4.60

2.250 4.50

2.300 4.60

25 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ）

退 職 時
特 別 昇 給

33.27075 47.709 47.709 無 し

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

33.27075 47.709 47.709 無 し

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ
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４　

資 産 の 部

（単位:千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有　形　固　定　資　産

    イ　土　　　地 450,311

　　ロ　建　　　物 336,566

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 76,562 260,004

　　ハ　構　築　物 3,615,873

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 899,165 2,716,708

　　ニ　機　械　及　び　装　置 518,943

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 289,495 229,448

  　ホ　工 具・ 器 具 及 び 備 品 1,000

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 175 825

　　ヘ　建　設　仮　勘　定 108,410

有 形 固 定 資 産 合 計 3,765,706

固 定 資 産 合 計 3,765,706

令 和 ７ 年 度 内 子 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令和８年　３月３１日）

－15－



２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 151,027

 （２）　未　　収　　金 5,805

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 6 5,799

流 動 資 産 合 計 156,826

資 産 合 計 3,922,532

負 債 の 部

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 512,230

企　 業　 債   合   計 512,230

固 定 負 債 合 計 512,230

（単位:千円）
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 105,972

企　 業 　債   合   計 105,972
 （２）　未　払　金 35,518
 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 576
  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 147

引　 当　 金   合   計 723
 （４）　そ の 他 流 動 負 債 11,179

流 動 負 債 合 計 153,392

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　国 庫 補 助 金 1,850,107

    　  収　益　化 累 計 額 △ 524,492 1,325,615

 　 ロ　他 会 計 補 助 金 337,308

      　収　益　化 累 計 額 △ 80,121 257,187

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 30,383

      　収　益　化 累 計 額 △ 6,297 24,086

  　ニ　受益者負担金及び分担金 196,541

    　  収　益　化 累 計 額 △ 48,951 147,590

  　ホ　そ の 他 長 期 前 受 金 18,477

      　収　益　化　累　計　額 △ 5,448 13,029

繰　延　収　益  合  計 1,767,507
負 債 合 計 2,433,129
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資 本 の 部

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 1,255,211

資 本 金 合 計 1,255,211

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　　助　　金 229,348

資 本 剰 余 金 合 計 229,348

 （２）　利益剰余金

  　イ　減 債 積 立 金 4,563

  　ロ　建設改良積立金 0

  　ハ　利 益 積 立 金 0

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 281

　　　利　益　剰　余　金　合　計 4,844

剰　　余　　金　　合　　計 234,192

資　　本　　合　　計 1,489,403

負 債 ・ 資 本 合 計 3,922,532

（単位:千円）
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数
　　　建物　 １５年～５０年
　　　構築物 　 ３０年～６０年
　　　機械及び装置 １０年～１５年
　　　工具器具及び備品 ５年～１０年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法　　 定 額 法

２ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

注      　　記  　（ 令 和 ７ 年 度 ）

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町総合事務組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該総合事務組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。
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（４） 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

（１）

Ⅲ． その他の注記

１

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和７年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和６年１２月から令和７年３月分にあたる賞与引当金５５７千円
　　及び法定福利費引当金１４３千円を取り崩すこととする。

　　　令和７年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金６千円を取り崩すこととする。

　令和７年度予定貸借対照表に計上されている企業債の(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の
ものを含む）うち、一般会計が負担すると見込まれる額は６９９，３５５千円である。
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（単位:千円）税抜

１．

（１） 下 水 道 使 用 料 82,397

（２） そ の 他 の 営 業 収 益 22 82,419

２．

（１） 管 渠 費 4,580

（２） 終 末 処 理 場 費 78,046

（３） 総 係 費 43,941

（４） 減 価 償 却 費 127,691

（５） 資 産 減 耗 費 3,299

（６） そ の 他 営 業 費 用 0 257,557

175,138

３．

（１） 他 会 計 補 助 金 112,152

（２） 補 助 金 14,510

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 67,318

（４） 雑 収 益 38 194,018

４．

（１） 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 15,129

（２） 雑 支 出 3,400 18,529 175,489

351

５．

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 9 9

６．

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 91

（２） そ の 他 特 別 損 失 0 91 △ 82

269

0
269当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

５　　令和６年度　内子町下水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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６　

資 産 の 部

（単位:千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有　形　固　定　資　産

    イ　土　　　地 450,311

　　ロ　建　　　物 336,566

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 67,446 269,120

　　ハ　構　築　物 3,613,146

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 797,638 2,815,508

　　ニ　機　械　及　び　装　置 503,807

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 267,524 236,283

  　ホ　工 具・ 器 具 及 び 備 品 872

　　　　減　価　償　却　累　計　額 △ 158 714

　　ヘ　建　設　仮　勘　定 51,955

有 形 固 定 資 産 合 計 3,823,891

固 定 資 産 合 計 3,823,891

令 和 ６ 年 度 内 子 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令和７年　３月３１日）
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２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 131,972

 （２）　未　　収　　金 1,959

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 6 1,953

流 動 資 産 合 計 133,925

資 産 合 計 3,957,816

負 債 の 部

（単位:千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 591,602

企　 業　 債   合   計 591,602

固 定 負 債 合 計 591,602
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 114,954

企　 業 　債   合   計 114,954
 （２）　未　払　金 25,738

 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 557

  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 143

引　 当　 金   合   計 700

 （４）　そ の 他 流 動 負 債 11,179

流 動 負 債 合 計 152,571

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　国 庫 補 助 金 1,807,525

    　  収　益　化 累 計 額 △ 470,395 1,337,130

 　 ロ　他 会 計 補 助 金 334,162

      　収　益　化 累 計 額 △ 71,006 263,156

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 30,383

      　収　益　化 累 計 額 △ 5,598 24,785

  　ニ　受益者負担金及び分担金 196,369

    　  収　益　化 累 計 額 △ 43,566 152,803

  　ホ　そ の 他 長 期 前 受 金 18,477

      　収　益　化　累　計　額 △ 4,920 13,557

繰　延　収　益  合  計 1,791,431

負 債 合 計 2,535,604
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資 本 の 部

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 1,188,301

資 本 金 合 計 1,188,301

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　　助　　金 229,348

資 本 剰 余 金 合 計 229,348

 （２）　利益剰余金

  　イ　減 債 積 立 金 4,294

  　ロ　建設改良積立金 0

  　ハ　利 益 積 立 金 0

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 269

　　　利　益　剰　余　金　合　計 4,563

剰　　余　　金　　合　　計 233,911

資　　本　　合　　計 1,422,212

負 債 ・ 資 本 合 計 3,957,816

（単位:千円）
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数
　　　建物　 １５年～５０年
　　　構築物 　 ３０年～６０年
　　　機械及び装置 １０年～１５年
　　　工具器具及び備品 ５年～１０年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

２ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。

注      　　記  　（ 令 和 ６ 年 度 ）

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町総合事務組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該総合事務組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。
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（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

（１）

Ⅲ． その他の注記

１

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和６年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和５年１２月から令和６年３月分にあたる賞与引当金５４３千円
　　及び法定福利費引当金１０９千円を取り崩すこととする。

　　　令和６年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金６千円を取り崩すこととする。

一般会計が負担すると見込まれる額は７０７，５５５千円である。
　令和６年度予定貸借対照表に計上されている企業債の(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）うち、
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（附属資料）

（単位:千円）

金 額

１ 294,669 303,355 △ 8,686

１ 営 業 収 益 92,713 94,925 △ 2,212

１ 下 水 道 使 用 料 92,691 94,903 △ 2,212

１ 下 水 道 使 用 料 92,691

下水道使用料 92,691

一　般　家　庭 66,027

事　 　業 　　所 22,440

特 定 事 業 所 4,224

５ そ の 他 の 営 業 収 益 22 22 0

１ 手 数 料 22 指定工事店申請手数料 15

責任技術者登録手数料 7

節
備 考

区 分

令和７年度　内子町下水道事業会計予算説明書（予算見積）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較

収　　　　　入

款 項 目

下水道事業収益

本年度　接続戸数　　１，８８４戸
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（単位:千円）

金 額

２ 営 業 外 収 益 201,946 208,420 △ 6,474

４ 他 会 計 補 助 金 114,990 127,829 △ 12,839

１ 一 般 会 計 補 助 金 114,990

５ 補 助 金 17,100 13,225 3,875

１ 国 庫 補 助 金 17,100

６ 長 期 前 受 金 戻 入 69,824 67,334 2,490

１ 受 贈 財 産 評 価 額 699

４ 受益者負担金及び分担金 4,142

６ 国 庫 補 助 金 54,097

８ 他 会 計 補 助 金 9,115

９ その他長期前受金戻入 1,771

８ 雑 収 益 32 32 0

３ 延 滞 金 1

４ そ の 他 の 雑 収 益 1

６ 手 数 料 30 督促手数料

３ 特 別 利 益 10 10 0

２ 過年 度損益修正益 10 10 0

１ 過 年 度 損 益修 正益 10

償却資産の減価償却に係る財源の収益化

企業債利息支払金補助金　外

款 項
区 分

備 考

防災・安全交付金

比 較目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

節
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（単位:千円）

金 額

２ 294,669 303,355 △ 8,686

１ 営 業 費 用 277,423 284,000 △ 6,577

１ 管 渠 費 4,164 5,187 △ 1,023

１３ 備 消 品 費 73

１７ 通 信 運 搬 費 564

１９ 委 託 料 300

２１ 使 用 料 及 び賃 借料 100

２２ 修 繕 費 1,000

２６ 動 力 費 2,100

２８ 材 料 費 10

３７ 保 険 料 17

２ 終 末 処 理 場 費 89,100 98,781 △ 9,681

１３ 備 消 品 費 6,120

１４ 燃 料 費 93

１５ 光 熱 水 費 66

１７ 通 信 運 搬 費 78

１９ 委 託 料 63,904

２０ 手 数 料 1,146

２１ 使 用 料 及 び賃 借料 27

２２ 修 繕 費 3,030

２６ 動 力 費 14,400

３７ 保 険 料 236

本 年 度
予 定 額

下水道事業費用

款 項
節

比 較目
区 分

備 考

支　　　　　出

前 年 度
予 定 額
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（単位:千円）

金 額

５ 総 係 費 50,748 52,339 △ 1,591

１ 給 料 4,030 職員１名分

２ 手 当 4,378 扶養手当 540

時間外勤務手当 1,000

期末手当 672

勤勉手当 506

退職手当 700

児童手当 960

３ 賞 与 引 当 金繰 入額 576

５ 報 酬 120

６ 法 定 福 利 費 1,484

７ 法定福利費引当金繰入額 147

８ 旅 費 177

１１ 報 償 費 47

１３ 備 消 品 費 170

１６ 印 刷 製 本 費 257

１７ 通 信 運 搬 費 240

１９ 委 託 料 37,790

２０ 手 数 料 755

２１ 使 用 料 及 び賃 借料 330

３４ 負担金補助金及び交付金 241 日本下水道協会会費　外

３９ 貸 倒 引 当 金繰 入額 6

令和8年6月支給分に対するもの

職員共済組合負担金　外

令和８年6月賞与に伴う法定福利費

下水道ストックマネジメント計画策定業務　外

款 項
節

区 分

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

備 考目 比 較
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（単位:千円）

金 額

６ 減 価 償 却 費 132,631 127,691 4,940

１ 有形固定資産減価償却費 132,631 構築物　外

７ 資 産 減 耗 費 780 2 778

１ 固 定 資 産 除 却 費 780

２ 営 業 外 費 用 16,846 18,955 △ 2,109

12,836 14,945 △ 2,109

１ 企 業 債 利 息 12,836

２ 消費税及び地方消費税 4,000 4,000 0

１ 消費税及び地方消費税 4,000

３ 雑 支 出 10 10 0

２ そ の 他 雑 支 出 10

３ 特 別 損 失 100 100 0

４ 過年 度損益修正損 100 100 0

１ 過 年 度 損 益修 正損 100

４ 予 備 費 300 300 0

１ 予 備 費 300 300 0

１ 予 備 費 300

※備消品費とは備品消耗品費の略称

１
　

地方公共団体金融機構　外

目
本 年 度
予 定 額

款 項 備 考
区 分

前 年 度
予 定 額

比 較
節

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
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（単位:千円）

金 額

３ 129,509 93,742 35,767

１ 企 業 債 19,400 8,200 11,200

１ 企 業 債 19,400 8,200 11,200

１ 企 業 債 19,400

２ 他会計出資金 66,910 68,612 △ 1,702

１ 他 会 計 出 資 金 66,910 68,612 △ 1,702

１ 一般会計出資金 66,910

４ 補 助 金 43,010 16,164 26,846

１ 国 庫 補 助 金 39,550 9,055 30,495

１ 国 庫 補 助 金 39,550

２ 他 会 計 補 助 金 3,460 7,109 △ 3,649

１ 他 会 計 補 助 金 3,460

５ 負 担 金 等 189 766 △ 577

１ 受 益 者 負 担 金 189 766 △ 577

１ 受 益 者 負 担 金 189

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 備 考比 較
本 年 度
予 定 額

節

区 分

前 年 度
予 定 額

資 本 的 収 入

建設改良費に充てる補助金

建設改良費に充てる企業債

国庫補助事業に充てる補助金

出資金（企業債元金償還金）
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（単位:千円）

金 額

４ 197,703 142,863 54,840

１ 建 設 改 良 費 82,749 25,130 57,619

5 固 定 資 産 購 入 費 149 220 △ 71

４５ 器具備品購入費 149

６ 管 渠 整 備 事 業 費 20,500 17,580 2,920

１ 工 事 請 負 費 20,500

７ 処理場整備事業費 62,100 7,330 54,770

２ 委 託 料 62,100

２ 企業債償還金 114,954 117,733 △ 2,779

１ 企 業 債 償 還 金 114,954 117,733 △ 2,779

１ 企 業 債 償 還 金 114,954 地方公共団体金融機構　外

実施設計業務委託

区 分

公共汚水桝設置工事

支　　　　　出

款 項 目
本 年 度
予 定 額

比 較
節

備 考

浄化センター純水製造装置

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ設備更新

前 年 度
予 定 額

資 本 的 支 出
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